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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第59期中から第60期までは潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益を記載していない。 

３ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 132,532 146,553 161,826 275,071 305,368

経常利益 (百万円) 14,796 21,011 24,968 31,776 44,075

中間(当期)純利益 (百万円) 13,927 13,856 15,224 19,353 27,563

純資産額 (百万円) 154,419 170,256 197,729 159,496 182,475

総資産額 (百万円) 289,868 308,503 343,036 308,581 325,031

１株当たり純資産額 (円) 603.79 669.69 777.78 623.14 717.13

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 54.46 54.27 59.88 75.12 107.54

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ ─ 59.88 ─ ─

自己資本比率 (％) 53.3 55.2 57.6 51.7 56.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,512 14,036 13,021 36,199 31,244

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △261 △9,124 △6,935 △11,567 △19,930

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,479 △14,328 △1,231 △10,880 △16,490

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 43,713 42,222 51,678 51,518 46,474

従業員数 (人) 4,351 4,400 4,532 4,345 4,362



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第59期中から第60期までは潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益を記載していない。 

３ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 87,055 99,402 111,571 183,395 204,962

経常利益 (百万円) 12,681 18,914 22,268 27,998 37,866

中間(当期)純利益 (百万円) 12,996 13,001 14,667 17,699 25,148

資本金 (百万円) 23,320 23,320 23,320 23,320 23,320

発行済株式総数 (千株) 255,885 255,885 255,885 255,885 255,885

純資産額 (百万円) 137,885 152,853 179,316 142,955 163,456

総資産額 (百万円) 244,641 265,600 293,882 264,447 278,812

１株当たり純資産額 (円) 539.14 601.24 705.35 558.71 642.60

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 50.81 50.92 57.69 68.91 98.34

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ ─ 57.69 ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 4.00 7.00 10.00 9.00 14.00

自己資本比率 (％) 56.4 57.6 61.0 54.1 58.6

従業員数 (人) 2,009 2,049 2,141 1,992 2,053



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない基礎的研究開発等の部門に所属している

ものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

エラストマー事業 1,172 

エマルジョン事業 340 

合成樹脂事業 738 

多角化事業 2,126 

全社(共通) 156 

合計 4,532 

従業員数(人) 2,141 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、輸出等一部で弱含みの動きが見られたものの、企業業績の回復を背景とした

設備投資の拡大や雇用・所得環境の改善を受け個人消費も底堅さを増し、昨年後半の停滞局面から持ち直して景気

は緩やかな回復基調で推移した。 

当社グループの主要な需要業界においては、自動車、自動車タイヤ、製紙は前年同期を上回り堅調に推移し、フ

ラットパネル・ディスプレイの生産も薄型テレビの需要拡大等によりアジア地区を中心に増加した。また、半導体

の生産についても、昨年秋口から市場成長率が鈍化し始めたが、パソコンや携帯電話需要の堅調に支えられ比較的

緩やかな減速で推移した。しかし、原料面ではイラク情勢不安や世界的な原油需要の増加及び米国でのハリケーン

の影響等により原油価格やナフサ価格が上昇し、主要原材料は軒並み高騰を続け収益の圧迫要因となった。 

このような状況のもとで、当社グループは、情報電子材料を中心とした多角化事業では、事業の一層の拡大に向

けて独自の技術をベースにグローバルマーケットでの展開を進め、石油化学系事業では、主要原材料価格の高騰と

いう厳しい環境のもと、収益の安定化を目指し拡販と採算是正のための価格改定に努めてきた。 

また、コストダウン・プロジェクトＣＲＧ-Ⅱ（Cost Revolution for Growth-Ⅱ）を推進し、引き続き全グルー

プ企業において原料から物流まで一体となったコスト削減に努め、収益の改善に取り組んだ。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は1,618億26百万円（前年同期比10.4％増）、営業利益は248億61百万

円（同19.8％増）、経常利益は249億68百万円（同18.8％増）、中間純利益は152億24 百万円（同9.9％増）とな

り、増収増益を達成した。 

  

  

  

区分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 比率(％) 

売上高      

 エラストマー事業 43,886 30.0 49,981 30.9 6,095 13.9

 エマルジョン事業 11,167 7.6 12,247 7.6 1,079 9.7

 合成樹脂事業 30,652 20.9 33,115 20.4 2,462 8.0

 多角化事業 60,846 41.5 66,482 41.1 5,635 9.3

合計 146,553 100.0 161,826 100.0 15,272 10.4

国内売上高 95,573 65.2 99,576 61.5 4,002 4.2

海外売上高 50,980 34.8 62,250 38.5 11,269 22.1

区分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額(百万円) 売上高比(％) 金額(百万円) 売上高比(％) 金額(百万円) 比率(％) 

営業利益 20,747 14.2 24,861 15.4 4,114 19.8

経常利益 21,011 14.3 24,968 15.4 3,956 18.8

中間純利益 13,856 9.5 15,224 9.4 1,367 9.9



①事業の種類別セグメントの業績 

(エラストマー事業部門) 

合成ゴムの国内については、スチレン・ブタジエンゴム、ポリブタジエンゴム等の汎用合成ゴムは、自動車タ

イヤ生産が堅調に推移し、原材料価格の上昇に対応した価格改定も加わり、売上高は前年同期を大幅に上回っ

た。エチレン・プロピレンゴム、ニトリルゴム等の機能性特殊ゴムでは、エチレン・プロピレンゴムが樹脂改質

用途で不振であったが、自動車生産の増加を受けてゴム用途が増加したことにより販売数量は前年同期並みとな

り、価格改定に努めた結果、売上高は前年同期を上回った。 

合成ゴムの輸出については、汎用合成ゴムは、自動車タイヤ用途の需要増により東南アジア向けが増加し売上

高は前年同期を上回った。機能性特殊ゴムは、エチレン・プロピレンゴム、ニトリルゴムとも東南アジア向けを

中心に売上高は前年同期を上回った。ブタジエン樹脂、スチレン・ブタジエン系熱可塑性エラストマー等のＴＰ

Ｅについては、国内では、需要の伸び悩みにより販売数量は前年同期を下回ったが、価格改定により売上高は前

年同期並みとなった。輸出については、ブタジエン樹脂が欧州、アジア向けとも需要不振により低調に推移した

が、価格改定に努めた結果、売上高は前年同期を上回った。 

また、合成ゴム精練加工を行っている子会社は、受注の増加により売上高を増やした。 

生産面では、中国での自動車部品用途の需要拡大に対応するため、天津、福州に続き広州地区に原料ゴムの精

練加工品の第三工場を建設し、さらなる生産能力増強を図ることを決定し、２０ ０６年春稼動に向け建設に着

手した。 

収益面では、グループ全体でＣＲＧ-Ⅱプロジェクトを推進しコスト削減に努めたが、原材料価格の上昇により

収益が大きく圧迫されたため、内部努力で吸収可能な範囲を超えるコスト上昇に対して採算是正のための価格改

定に取り組んだ。 

以上の結果、エラストマー事業部門の連結売上高は前年同期比13.9％増の499億81百万円、営業利益は前年同期

比139.7％増の54億49百万円となった。 

  

〔エラストマー事業〕 

  

  

(エマルジョン事業部門) 

国内については、主力製品の紙加工用ラテックスは、塗工紙生産量の増加及び拡販努力による数量増に原材料

価格の上昇に対応した価格改定が加わり、売上高は前年同期を上回った。アクリルエマルジョンについては、価

格改定に努めたが販売量が減少したことにより、売上高は前年同期を下回った。 

輸出については、原材料不足により出荷調整を行ったため、売上高は前年同期を下回った。 

収益面では、紙加工用ラテックスの拡販努力と価格改定に取り組むとともに、グループ全体でＣＲＧ-Ⅱプロジ

ェクトを推進しコスト削減に努めた。 

以上の結果、エマルジョン事業部門の連結売上高は前年同期比9.7％増の122億47百万円、営業利益は前年同期

比88.8％増の13億4百万円となった。 

  

〔エマルジョン事業〕 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 43,886 49,981 6,095 13.9 

営業利益(百万円) 2,273 5,449 3,176 139.7 

営業利益率(％) 5.2 10.9 5.7 ― 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 11,167 12,247 1,079 9.7 

営業利益(百万円) 691 1,304 613 88.8 

営業利益率(％) 6.2 10.7 4.5 ― 



  

(合成樹脂事業部門) 

国内のＡＢＳ樹脂については、車両分野や建材分野において超耐熱ＡＢＳ樹脂（商標名：テクノＭＵＨ®）や耐

候性ＡＥＳ樹脂等の特殊ＡＢＳ樹脂の需要が堅調だったが、家電用途の需要不振や汎用品を中心とした不採算分

野からの撤退もあり、販売数量では前年同期を下回った。特殊・高付加価値分野への拡販のシフトや原材料価格

の上昇に対応した価格改定に努めた結果、売上高は前年同期並みとなった。 

海外についても、不採算分野からの撤退を進めた結果、販売量は前年同期を下回ったが、ＡＳＥＡＮでの２輪

車向け需要の好調や価格改定とともに為替の円安効果も加わり、売上高は前年同期を大幅に上回った。 

収益面では、スチレンモノマー等の主要原材料が大幅に上昇し収益が圧迫されたため、採算是正の価格改定を

進めると同時に、ＣＲＧ-Ⅱプロジェクトの着実な実行によりコスト削減に努めた。 

以上の結果、合成樹脂事業部門の連結売上高は前年同期比8.0％増の331億15百万円、営業利益は前年同期比

208.6％増の21億85百万円となった。 

  

〔合成樹脂事業〕 

  

  

(多角化事業部門) 

半導体製造用材料では、主力製品であるフォトレジストが、国内及びアジア地域の半導体市況の回復を受け、

エキシマレジストを中心に国内向け、アジアを主体とする輸出とも好調に推移した。特にエキシマレジストで

は、ＫｒＦレジストとともに新規材料であるＡｒＦレジストの販売が大幅に伸張した。米欧の現地子会社は、米

欧の半導体需要の回復遅れにより売上高は前年同期を下回った。新規半導体製造用材料では、ＣＭＰ（Chemical 

Mechanical Planarization：化学的機械的平坦化）消費材、多層材料、実装材料が売上高を大幅に伸ばしたこと

により、半導体製造用材料全体の売上高は前年同期を大幅に上回った。 

フラットパネル・ディスプレイ用材料では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）用材料が、モニター用、テレビ用等

の液晶パネルの生産増加により需要が拡大し、特にアジア向けを中心とする輸出が大きく増大したことにより、

売上高は前年同期を大幅に上回った。プラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）用材料も需要の増加と拡販によりアジ

ア向け輸出が拡大し、売上高は前年同期を上回った。２００４年秋から商業生産を開始した韓国のＬＣＤ用材料

工場では、生産品種を増やし供給能力をさらに拡大するための第二期工事が完工し、２００５年８月より生産を

開始した。また、台湾においてもＬＣＤ用材料の生産拠点設立を決定し、２００６年夏の商業生産を目指し工場

建設に着手した。 

光機能材料では、輸出用光ファイバーケーブルの需要が回復し、主力製品である光ファイバー用コーティング

材料が好調に推移し、売上高は前年同期を大幅に上回った。耐熱透明樹脂アートン®は、主要需要業界である光学

フィルム分野において競争が激化したことにより売上高は前年同期を大幅に下回った。 

なお、情報電子材料を中心とする最先端材料の研究開発強化を目的に、四日市地区に新たなクリーンルーム棟

を建設中であり２００５年末の完成を目指している。半導体デバイスの微細化及びディスプレイ基板サイズの大

型化に対応する研究開発のインフラ強化を進め、今後実用化が期待されている最先端材料分野について、より一

層の競争力強化を図る。 

コスト面では、ＣＲＧ-Ⅱプロジェクトの着実な実行によるコストダウンを図った。 

以上の結果、多角化事業部門の連結売上高は前年同期比9.3％増の664億82百万円、営業利益は前年同期比4.1％

減の177億1百万円となった。 

  

〔多角化事業〕 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 30,652 33,115 2,462 8.0 

営業利益(百万円) 708 2,185 1,477 208.6 

営業利益率(％) 2.3 6.6 4.3 ― 



  

  

②所在地別セグメントの業績 

（日本） 

多角化事業においては、半導体製造用材料、液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・ディスプレイ用材料が国内

及びアジア向けで需要が堅調であったこと、また、石油化学系事業においては、拡販と採算是正のための価格改

定に努めたこと、加えて、コストダウン・プロジェクトＣＲＧ-Ⅱを全社において推進し、原料から物流まで一体

となったコスト削減に努めたこと等により、売上高は前年同期比10.2％増の1,433億17百万円、営業利益は23.6％

増の257億54百万円となった。 

  

（その他の地域） 

新たに韓国の液晶ディスプレイ用材料製造の子会社を連結対象にしたこと等により、売上高は前年同期比

12.3％増の185億8百万円となった。しかし収益面では、新たに連結対象とした子会社が事業開始間もないため、

営業利益は前年同期比31.6％減の8億85百万円となった。 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 60,846 66,482 5,635 9.3 

営業利益(百万円) 18,466 17,701 △765 △4.1 

営業利益率(％) 30.3 26.6 △3.7 ― 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ52億3百万円増加し516億78百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金収支は、130億21百万円（前年同期比7.2%減）となった。当中間

連結会計期間の税金等調整前中間純利益244億18百万円からの主な調整は、減価償却費73億77百万円（前年同期74億

32百万円）、売上債権及びたな卸資産の増加による資金減少86億6百万円（同75億72百万円）、法人税等の支払105

億28百万円（同67億90百万円）である。前年同期比では、税金等調整前中間純利益は33億33百万円増加したが、売

上債権及びたな卸資産の増加による資金減少が10億34百万円増加し、また法人税等の支払額も37億37百万円増加し

たために、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期比10億15百万円減少した。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、69億35百万円（前年同期比24.0％減）となった。主

な項目は、固定資産の取得による支出68億80百万円（前年同期88億78百万円）である。固定資産の取得による支出

が19億98百万円減少したため、投資活動による資金の減少は前年同期比21億89百万円少なくなった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、12億31百万円（前年同期比91.4％減）となった。主

な項目は配当金の支払額17億78百万円（前年同期12億76百万円）である。前年同期には社債の償還（100億円）、自

己株式の取得（26億87百万円）をおこなっているので、財務活動による資金の減少は前年同期に比べて、130億96百

万円少なくなった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は販売価格による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は受注生産を行っていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績は総販売実績に対する割合が10％未満のため記載を省略している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

エラストマー事業 40,142 23.3 

エマルジョン事業 10,591 12.2 

合成樹脂事業 32,293 15.4 

多角化事業 56,961 12.1 

合計 139,989 15.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

エラストマー事業 49,981 13.9 

エマルジョン事業 12,247 9.7 

合成樹脂事業 33,115 8.0 

多角化事業 66,482 9.3 

合計 161,826 10.4 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれていない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における研究開発活動は、当社が主体となって、多様化する市場の要請に応え

新たな事業分野を開拓するため、高分子化学とその周辺技術に基づく研究を進めている。 

当社グループの主な研究所は、組織的には研究機能別に編成され、高分子研究所、精密電子研究所、ディスプレイ

研究所(以上四日市地区)、及び筑波研究所(筑波地区)の２地区４研究所体制になっている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、仕入品に係る受託研究費を含めて8,197百万円である。

当中間連結会計期間の研究開発活動の概要は次のとおりである。 

なお、研究開発費については、基礎的研究開発等の各事業に配分できない費用1,778百万円を含んでいる。 

1) エラストマー事業 

高性能タイヤ用合成ゴム、機能・加工性を向上させたニトリルゴム、エチレン・プロピレンゴム、ポリオレフィン

樹脂改質用水添ポリマー及び熱可塑性エラストマーの開発を中心に研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、622百万円である。 

  

2) エマルジョン事業 

操業性・印刷適性に優れたペーパーコーティングラテックス、各種アクリルエマルジョンの開発を中心に研究開発

活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、426百万円である。 

  

3) 合成樹脂事業 

難燃ABS樹脂、耐熱ABS樹脂及び高機能複合ABSの開発並びにエンプラコンパウンド技術及び量産化技術の開発を中心

に研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、466百万円である。 

  

4) 多角化事業 

半導体製造用材料（フォトレジスト、ＣＭＰ消費材、実装材料、反射防止膜等）、フラットパネル・ディスプレ

イ用材料（カラー液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・ディスプレイ用材料等）、光学材料（光ファイバー用コー

ティング材料、機能性コーティング材料、反射防止膜材料等、耐熱透明樹脂及び機能性フィルム等）、機能化学品

（高機能コーティング材料、多機能高性能分散剤、工業用粒子、メディカル関連粒子等）の開発を中心に研究開発

活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、4,904百万円である。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、JSR Micro Korea Co.,Ltd.（連結子会社）が建設を行っていたフラットパネル・デ

ィスプレイ用材料の第二期工事は、平成17年５月に完工している。総投資額は約20億円であった。 

なお、当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において、前連結会計年度末に計画中

であった重要な設備の新設、除却等についての重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設または除

却等の計画はない。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 696,061,000

計 696,061,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月６日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 255,885,166 255,885,166

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

― 

計 255,885,166 255,885,166 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成17年６月17日) 

  中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 625個 同左 

新株予約権の目的となる株式の

種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の

数 

62,500株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 各新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額を１円

とし、これに付与株式数を乗じた額とす

る。 

同左 

新株予約権の行使期間 平成17年６月18日～平成37年６月17日 同左 

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 (注)２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 ①付与対象者は当社取締役８名および当

社執行役員13名である。 

②新株予約権者は、当社の取締役または

同左 



（注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１株未満の端数については、これを切り捨てる。ただし、かかる調整は当該時点で新株予約権が行使されていな

い株式数についてのみ行う。 

      調整株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とするやむをえない事由が生じたと

きは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的たる株式数を調整するものとする。 

２ 新株の発行に代えて当社が保有する自己株式を移転する場合は資本組入れは生じない。 

  

執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日（以下「権利行使開始日」とい

う）から新株予約権を行使できるもの

とする。 

③前記②にかかわらず、新株予約権者は

以下のア）、イ）に定める場合には、

それぞれに定める期間内に限り新株予

約権を行使できる。 

 ア）平成36年６月17日に至るまで新株

予約権者が権利行使日を迎えなか

った場合には、平成36年６月18日

から平成37年６月17日まで新株予

約権を行使できる。 

イ）当社が消滅会社となる合併契約

書、当社が完全子会社となる株式

交換契約書の議案または株式移転

の議案につき当社株主総会で承認

された場合 

   当該承認日の翌日から15日以内 

④新株予約権１個当たりの一部行使はで

きないものとする。 

⑤その他の新株予約権の行使の条件につ

いては、当社取締役会の決議に基づ

き、当社と対象取締役または執行役員

との間で締結する新株予約権割当契約

の定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締

役会の承認を要するものとする。 

同左 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

（注）１ フィデリティ投信株式会社から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日平成17年９月５日）、次のとおり株式を

所有している旨報告を受けているが、当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないの

で、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 255,885 － 23,320 － 25,179

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社ブリヂストン 東京都中央区京橋１丁目１０番１号 40,866 15.97

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 18,216 7.11

日本トラステイ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番１１号 16,995 6.64

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン 

東京都中央区日本橋兜町６番７号（常任代

理人 株式会社みずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室） 

9,935 3.88

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（三菱化学株式会社退職給

付信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 9,888 3.86

株式会社みずほコーポレート銀行 

東京都中央区晴海１丁目８番１２号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

6,801 2.65

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 5,998 2.34

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 4,258 1.66

明治安田生命保険相互会社 

東京都中央区晴海１丁目８番１２号晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟（常任代理人 資産管理サービス信託

銀行株式会社） 

4,034 1.57

ステート ストリート バンク

アンド トラスト カンパニー  

東京都中央区日本橋兜町６番７号（常任代

理人 株式会社みずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室） 

3,857 1.50

計 ― 120,853 47.22

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門4丁目3番1号城山JTトラ

ストタワー 
25,869 10.11



  

２  株式会社みずほコーポレート銀行およびその共同保有者６社から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日平成

17年４月30日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けているが、当社として当中間会計期間末の実質所有株式

数の確認ができない部分については上記「大株主の状況」には含めていない。なお、その大量保有報告書の内容は以下

のとおりである。 

上表の中で、株式会社みずほコーポレート銀行の所有株式数（10,249千株）が大株主の状況で記載した所有株式数

（6,801千株）と相違があるが、その差（3,448千株）はみずほ信託退職給付信託みずほコーポレート銀行口再信託受託

者資産管理サービス信託である。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000 株(議決権20 個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式95株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3番3号 10,249 4.01

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町1丁目5番1号 140 0.06

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲1丁目2番1号 3,153 1.23

みずほインベスターズ証券株式会

社 
東京都中央区日本橋茅場町1丁目13番16号 0 0.00

第一勧業アセットマネジメント株

式会社 
東京都千代田区有楽町1丁目7番1号 35 0.01

富士投信投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋小舟町8番1号 917 0.36

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 1,660,700
― ― 

完全議決権株式(その他) 
  普通株式 

254,112,500
2,541,125 ― 

単元未満株式 
  普通株式 

111,966
― ― 

発行済株式総数 255,885,166 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,541,125 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

ＪＳＲ株式会社 
東京都中央区築地 

５丁目６番１０号 
1,660,700 － 1,660,700 0.64

計 ― 1,660,700 － 1,660,700 0.64

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,260 2,330 2,395 2,360 2,495 2,635

最低(円) 2,000 2,125 2,200 2,220 2,175 2,330



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     21,462   22,209    22,809  

２ 受取手形及び売掛金     67,270   72,744    70,281  

３ 有価証券     20,898   29,499    23,798  

４ たな卸資産     48,789   58,547    51,872  

５ 繰延税金資産     3,246   4,422    4,005  

６ 未収入金     14,091   14,560    15,844  

７ その他     4,631   6,562    4,788  

貸倒引当金     △178   △118    △185  

流動資産合計     180,210 58.4  208,427 60.8   193,215 59.4

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※1              

(1) 建物及び構築物   78,283    79,853   78,002    

減価償却累計額   52,582 25,700  53,707 26,146  52,684 25,318  

(2) 機械装置及び運搬具   200,954    204,130   198,614    

減価償却累計額   166,101 34,853  169,845 34,284  164,806 33,808  

(3) 土地     16,440   17,023    17,371  

(4) 建設仮勘定     1,738   1,895    2,496  

(5) その他   33,006    34,604   33,495    

減価償却累計額   26,183 6,822  27,869 6,734  26,969 6,525  

有形固定資産合計     85,554 27.7  86,084 25.1   85,520 26.3

２ 無形固定資産                

(1) ソフトウェア     1,862   2,037    1,968  

(2) その他     1,434   1,215    1,295  

無形固定資産合計     3,297 1.1  3,253 0.9   3,264 1.0

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券     32,519   39,447    33,956  

(2) 長期貸付金     3,706   1,677    5,494  

(3) 繰延税金資産     1,565   2,011    1,719  

(4) その他     2,217   2,301    2,113  

貸倒引当金     △568   △166    △251  

投資その他の資産合計     39,440 12.8  45,271 13.2   43,031 13.3

固定資産合計     128,292 41.6  134,608 39.2   131,815 40.6

資産合計     308,503 100.0  343,036 100.0   325,031 100.0

                 



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金     63,592   64,366    62,275  

２ 短期借入金 ※1   16,969   18,263    17,087  

３ 一年内返済長期借入金 ※1   1,220   530    621  

４ 未払法人税等     6,567   9,029    10,048  

５ 未払金     3,851   4,696    5,288  

６ 未払費用     9,158   9,123    8,227  

７ その他     1,087   1,624    2,655  

流動負債合計     102,445 33.2  107,633 31.4   106,203 32.7

Ⅱ 固定負債                

１ 社債     10,000   10,000    10,000  

２ 長期借入金 ※1   3,674   3,487    3,857  

３ 退職給付引当金     15,568   14,400    14,961  

４ 役員退職慰労引当金     1,514   23    1,662  

５ その他     2,134   6,153    2,564  

固定負債合計     32,891 10.7  34,065 9.9   33,045 10.2

負債合計     135,337 43.9  141,699 41.3   139,249 42.9

(少数株主持分)                

少数株主持分     2,909 0.9  3,607 1.1   3,306 1.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     23,320 7.6  23,320 6.8   23,320 7.2

Ⅱ 資本剰余金     25,179 8.2  25,179 7.3   25,179 7.8

Ⅲ 利益剰余金     118,844 38.5  142,644 41.6   130,772 40.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金     6,328 2.0  9,683 2.8   6,591 2.0

Ⅴ 為替換算調整勘定     △538 △0.2  △207 △0.1   △501 △0.2

Ⅵ 自己株式     △2,877 △0.9  △2,891 △0.8   △2,885 △0.9

資本合計     170,256 55.2  197,729 57.6   182,475 56.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計     308,503 100.0  343,036 100.0   325,031 100.0

                 



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円)

百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     146,553 100.0  161,826 100.0   305,368 100.0

Ⅱ 売上原価     99,900 68.2  109,638 67.8   207,689 68.0

売上総利益     46,652 31.8  52,187 32.2   97,678 32.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費                

１ 販売費 ※1 9,214    9,230   18,463    

２ 一般管理費 ※2 16,691 25,905 17.6 18,095 27,326 16.8 33,882 52,346 17.2

営業利益     20,747 14.2  24,861 15.4   45,332 14.8

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   93    48   143    

２ 受取配当金   273    331   374    

３ 賃貸料   196    202   381    

４ 為替差益   283    408   114    

５ 試作品売却益   289    ─   557    

６ 持分法による投資利益   187    812   628    

７ その他の営業外収益   825 2,150 1.4 962 2,766 1.7 1,488 3,688 1.2

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   265    202   474    

２ たな卸資産廃棄損   397    1,480   1,884    

３ たな卸資産評価損   424    239   907    

４ 減価償却費   146    80   338    

５ その他の営業外費用   652 1,886 1.3 656 2,659 1.7 1,340 4,945 1.6

経常利益     21,011 14.3  24,968 15.4   44,075 14.4

Ⅵ 特別利益                

１ 固定資産売却益 ※3 ─    30   ─    

２ 関係会社株式売却益   73 73 0.1 ─ 30 0.0 73 73 0.0

Ⅶ 特別損失                

１ 減損損失 ※4 ─    579   ─    

２ 固定資産廃棄損   ─ ─  ─ 579 0.3 677 677 0.2

税金等調整前中間(当期) 
純利益     21,084 14.4  24,418 15.1   43,470 14.2

法人税、住民税 
及び事業税   6,513    9,310   15,274    

法人税等調整額   552 7,066 4.8 △ 521 8,788 5.4 16 15,290 5.0

少数株主利益     161 0.1  406 0.3   616 0.2

中間(当期)純利益     13,856 9.5  15,224 9.4   27,563 9.0

                 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   25,179 25,179   25,179

       

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  25,179 25,179   25,179

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   106,385 130,772   106,385

       

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 13,856 15,224 27,563 

 ２ 連結子会社増加による 
利益剰余金増加高 

17 13,874 ─ 15,224 17 27,581

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 1,278 1,779 3,058 

２ 役員賞与 136 159 136 

３ 連結子会社増加による 
利益剰余金減少高 

─ 1,403 ─ 

４ 連結子会社減少による 
利益剰余金減少高 

─ 1,414 8 3,351 ─ 3,194

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  118,844 142,644   130,772

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 21,084 24,418 43,470

減価償却費  7,432 7,377 15,244

受取利息及び受取配当金  △367 △379 △518

支払利息  265 202 474

持分法による投資利益  △187 △812 △628

固定資産廃棄損  ─ ─ 677

固定資産売却益  ─ △30 ─

減損損失  ─ 579 ─

貸倒引当金の増減(△)額  45 △152 △264

退職給付引当金 
の減少額 

 △1,227 △577 △1,834

役員退職慰労引当金 
の増減(△)額 

 4 △1,638 152

売上債権の増加額  △3,041 △2,433 △6,104

たな卸資産の増加額  △4,530 △6,173 △7,659

仕入債務の増加額  1,188 1,768 16

その他  △242 1,056 △105

小計  20,422 23,207 42,921

利息及び配当金の受取額  723 601 1,262

利息の支払額  △318 △259 △529

法人税等の支払額  △6,790 △10,528 △12,410

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 14,036 13,021 31,244

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

固定資産の取得 
による支出 

 △8,878 △6,880 △17,641

固定資産の売却 
による収入 

 52 442 97

投資有価証券の取得 
による支出 

 △62 △65 △213

投資有価証券の売却 
による収入 

 256 402 256

子会社関連会社への出資に
よる支出 

 ─ △378 △671

連結範囲の変更を伴う子会
社株式の売却による収入 

 101 ─ 101

貸付金等純増加額  △1,006 △319 △2,827

その他  413 △137 969

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △9,124 △6,935 △19,930



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金純増加額  107 1,137 248

長期借入金の返済による 
支出 

 △409 △451 △1,381

長期借入金の借入れによる 
収入 

 ─ ─ 500

社債の償還による支出  △10,000 ─ △10,000

自己株式の取得による支出  △2,687 ─ △2,695

配当金の支払額  △1,276 △1,778 △3,055

少数株主への配当金 
の支払額 

 △61 △133 △107

その他  △0 △5 0

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △14,328 △1,231 △16,490

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △11 72 0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減(△)額 

 △9,427 4,927 △5,175

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 51,518 46,474 51,518

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 

 131 276 131

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※1 42,222 51,678 46,474

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

株式会社イーテック 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

ＪＳＲ物流株式会社 

テクノポリマー株式会社 

九州ゴム加工株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

Techno Polymer Singapore 

Pte Ltd. 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

株式会社ディーメック 

日合工業株式会社 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

上海虹彩塑料有限公司 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

当中間連結会計期間より、

TECHNO  POLYMER  AMERICA,INC.

を重要性の観点より連結の範囲

に含めた。また、株式を譲渡し

たことに伴い、子会社でなくな

った日本クリエート株式会社を

当中間連結会計期間より連結の

範囲から除いている。 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社は、平成16年７月１日付で

日合エンジニアリング株式会社

から社名変更している。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

  

当中間連結会計期間よりJSR 

Micro Korea Co.,Ltd.を重要性

の観点より連結の範囲に含め

た。ま た、Techno  Polymer 

Singapore Pte Ltd.は清算手続

きを開始し、重要性がなくなっ

たため、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲から除いている。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

Techno Polymer Singapore 

Pte Ltd. 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

当連結会計年度より、TECHNO 

POLYMER AMERICA,INC.を重要性

の観点より連結の範囲に含め

た。また、株式を譲渡したこと

に伴い、子会社でなくなった日

本クリエート株式会社を当連結

会計年度より連結の範囲から除

いている。 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社は、平成16年７月１日付で

日合エンジニアリング株式会社

から社名変更している。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

大科能樹脂(上海)技術発展有

限公司他 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社の、総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも小規模で

あり、全体としても中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさな

いので連結の範囲から除外して

いる。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社の、総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも小規模で

あり、全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないの

で連結の範囲から除外してい

る。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 非連結子会社及び関連会社の

うち、日本ブチル㈱(関連会

社)、日本特殊コーティング㈱

(関連会社)、ジェイエスアール

クレイトン エラストマー㈱

(関連会社)及び錦湖ポリケム㈱

(関連会社)の４社を持分法適用

会社に含めている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 同左 

(2) 非連結子会社(大科能樹脂(上

海)技術発展有限公司他)、関連

会社(東部ブタジエン㈱他)は中

間連結純損益及び利益剰余金等

からみて、いずれも小規模であ

り、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさない

ので持分法適用範囲から除外し

ている。 

(2) 同左 (2) 非連結子会社(大科能樹脂(上

海)技術発展有限公司他)、関連

会社(東部ブタジエン㈱他)は連

結純損益及び利益剰余金等から

みて、いずれも小規模であり、

全体としても連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないので持分

法適用範囲から除外している。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

決算日現在の中間財務諸表を使

用している。 

(3) 同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうちJSR AMERICA, 

INC.、Techno Polymer Singapore 

Pte Ltd.、TECHNO POLYMER HONG 

KONG CO.,LTD.、JSR Micro 

N.V.、JSR Micro, Inc.、Techno 

Polymer (Thailand) Co.,Ltd.、

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd.、 

上 海 虹 彩 塑 料 有 限 公 司、

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.及

び 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC. 

の10社の中間決算日は６月30日で

ある。中間連結財務諸表の作成に

あたっては、同決算日現在の中間

財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、 

Techno Polymer(Thailand)  

Co.,Ltd.、 

Techno Polymer (Shanghai)  

Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro  N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の９社の中間決算日は６月30

日である。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

Techno Polymer Singapore Pte  

Ltd.、TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、Techno Polymer  

(Thailand) Co.,Ltd.、Techno  

Polymer (Shanghai) Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の10社の事業年度の末日は12

月31日である。連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってい

る。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原

価法または償却原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原

価法または償却原価法 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法(一部については定

額法)を採用している。ただ

し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法によ

っている。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっている。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき、当連

結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上

している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

（追加情報） 

当社は、退職給付会計制度に

おける未認識数理計算上の差異

については、従来、発生の翌連

結会計年度から10年で処理する

方法を採用しており、前中間連

結会計期間においても同様に処

理していたが、退職金・退職年

金制度の抜本的制度改革が前連

結会計年度末に確定したことに

伴い、発生の翌連結会計年度に

一括処理する方法に変更した。

これに合わせて、平成15年３月

期までに発生した未認識数理計

算上の差異の未処理額等を前連

結会計年度に一括償却し、特別

損失8,175百万円を計上してい

る。 

なお、上記の変更は前連結会

計年度の年度末に行っているの

で、前中間連結会計期間には反

映されていない。仮に数理計算

上の差異を各発生連結会計年度

の翌連結会計年度に一括償却し

ていたとすると、前中間連結会

計期間においては、前々連結会

計年度に発生した数理計算上の

差異を一括処理するため、退職

給付費用は3,385百万円増加す

るが、厚生年金基金代行部分返

上益も2,772百万円増加するこ

とになり、両者を合わせて税金

等調整前中間純利益は613百万

円少なく計上されることにな

る。 

また当社は、前連結会計年度

において厚生年金基金の代行部

分の返上を行ったが、平成16年

７月に返還額（最低責任準備

金）の国への納付を行ってい

る。 

（会計処理の変更） 

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第

７号 平成17年３月16日）を当

中間連結会計期間から適用して

いる。これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純

利益は674百万円増加してい

る。なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載して

いる。 

（追加情報） 

当社は、前連結会計年度にお

いて厚生年金基金の代行部分の

返上を行ったが、平成16年７月

に返還額（最低責任準備金）の

国への納付を行っている。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

③ 役員退職慰労引当金 
当社と、連結子会社のうち
㈱エラストミックス、ＪＳＲ
トレーディング㈱、テクノポ
リマー㈱、㈱イーテック、㈱
エクセル東海及びＪＳＲエン
ジニアリング㈱は、役員の退
職慰労金支出に備えるため内
規に基づく中間期末要支給額
を引当計上している。 

③ 役員退職慰労引当金 
連結子会社のうち㈱エラス
トミックス、テクノポリマー
㈱、㈱エクセル東海及びＪＳ
Ｒエンジニアリング㈱は、役
員の退職慰労金支出に備える
ため内規に基づく中間期末要
支給額を引当計上している。 
なお当社においては、平成
17年６月17日の定時株主総会
の日をもって役員退職慰労金
制度を廃止したため、役員退
職慰労引当金残高を取り崩し
ている。なお、未払額につい
ては長期未払金として固定負
債「その他」に含めており、
その支払は役員の退任時とし
ている。 

③ 役員退職慰労引当金 
当社と、連結子会社のうち
㈱エラストミックス、ＪＳＲ
トレーディング㈱、テクノポ
リマー㈱、㈱イーテック、㈱
エクセル東海及びＪＳＲエン
ジニアリング㈱は、役員の退
職慰労金支出に備えるため内
規に基づく期末要支給額を引
当計上している。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。 
なお、在外子会社等の資産及
び負債は中間決算日の直物為替
相場により、収益及び費用は期
中平均相場により、それぞれ円
貨に換算し、換算差額は少数株
主持分及び資本の部における為
替換算調整勘定に含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。 
なお、在外子会社等の資産及
び負債は中間決算日の直物為替
相場により、収益及び費用は期
中平均相場により、それぞれ円
貨に換算し、換算差額は少数株
主持分及び資本の部における為
替換算調整勘定に含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結
決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益と
して処理している。 
なお、在外子会社等の資産及
び負債は決算日の直物為替相場
により、収益及び費用は期中平
均相場により、それぞれ円貨に
換算し、換算差額は少数株主持
分及び資本の部における為替換
算調整勘定に含めている。 

（会計処理の変更） 

  在外子会社等の収益及び費用

の換算基準について、従来、決

算時の直物為替相場により円貨

に換算する方法によっていた

が、在外子会社等の重要性が増

加したことに伴い、収益及び費

用の各項目をより実情に即して

換算をするために、当中間連結

会計期間より、期中平均相場に

より換算する方法に変更してい

る。なお、この変更による影響

額は軽微である。また、セグメ

ント情報に与える影響は、（セ

グメント情報）に記載されてい

る通りである。 

  （会計処理の変更） 

  在外子会社等の収益及び費用

の換算基準について、従来、決

算時の直物為替相場により円貨

に換算する方法によっていた

が、在外子会社等の重要性が増

加したことに伴い、収益及び費

用の各項目をより実情に即して

換算をするために、当連結会計

年度より、期中平均相場により

換算する方法に変更している。

なお、この変更による影響額は

軽微である。また、セグメント

情報に与える影響は、(セグメ

ント情報)に記載されている通

りである。 
(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金利ス

ワップ取引については、特例処

理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理に

よっている。なお、通貨スワッ

プ取引については、振当処理の

要件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップ取引につ

いては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用

している。          

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金利ス

ワップ取引については、特例処

理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  通貨スワップ 

  金利スワップ 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  同左 

（ヘッジ対象） 

  外貨建貸付金 

  借入金の利息 

（ヘッジ対象） 

 同左 

（ヘッジ対象） 

  同左 

③ヘッジ方針 

 外貨建貸付金の為替変動リス

ク及び借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、それぞれ通

貨スワップ、金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っている。 

③ヘッジ方針 

 同左 

  

③ヘッジ方針 

 同左 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動等を完全に相

殺するものと想定できるため、

ヘッジ有効性の判定は省略して

いる。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっている。 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 ①消費税等の会計処理について 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

同左 

②納付税額及び法人税等調整額

の計算方法 

中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる利益処分による圧縮積立金

及び特別償却準備金の積立て及

び取崩しを前提として、当中間

連結会計期間に係る金額を計算

している。 

②納付税額及び法人税等調整額

の計算方法 

同左 

②   ―――― 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

―――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用してい

る。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は579百万円減少している。ま

た、減損損失累計額579百万円は、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき、当該資産の金額から直接減額

している。 

  

―――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において「その他の営業外収

益」に含めて表示していた「試作品売却益」は、その

金額が営業外収益の総額の10／100を超えたため、当中

間連結会計期間より区分掲記している。なお、前中間

連結会計期間の「その他の営業外収益」に含まれる

「試作品売却益」は112百万円である。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

「自己株式の取得による支出」は、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間から区分掲記している。な

お、前中間連結会計期間の「財務活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含まれる「自己株式の取

得による支出」は△27百万円である。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「営

業外収益」の「試作品売却益」は、営業外収益の総額

の10／100以下となったため、当中間連結会計期間から

「営業外収益」の「その他の営業外収益」に含めて表

示している。 

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「財務

活動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の取得に

よる支出」は重要性がなくなったため、当中間連結会計

期間から「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」に含めている。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 5,331百万円

機械装置及び 
運搬具 

5,784百万円

土地 4,473百万円

計 15,589百万円

銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 4,944百万円

機械装置及び
運搬具 

5,138百万円

土地 4,473百万円

計 14,556百万円

銀行取引に伴う
債務 

1百万円

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 5,111百万円

機械装置及び
運搬具 

5,285百万円

土地 4,473百万円

計 14,870百万円

銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 329百万円

その他（２社） 10百万円

計 340百万円

   

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 248百万円

その他（２社） 19百万円

計 268百万円

  

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 287百万円

その他（２社） 57百万円

計 344百万円

   

３ 輸出為替手形割

引高 
673百万円

３ 輸出為替手形割

引高 
331百万円

３ 輸出為替手形割

引高 
450百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ このうち主なものは、運送保

管料4,425百万円である。 

※１ このうち主なものは、運送保

管料4,339百万円である。 

※１ このうち主なものは、運送保

管料8,978百万円である。 

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 4,554百万円

退職給付費用 △495百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

138百万円

試験研究費 4,047百万円

   

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 4,594百万円

退職給付費用 △173百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

13百万円

試験研究費 4,197百万円

  

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 9,172百万円

退職給付費用 
△1,085百万

円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

281百万円

試験研究費 8,245百万円

※３    ―――― 

  

※４    ―――― 

※３ 土地売却益である。 

  

※４ 減損損失 

当社グループは、事業に供してい

る資産については事業もしくはそれ

に準じた単位で資産のグルーピング

を行い、遊休及び休止資産について

は個々の単位で把握を行った。 

  当中間連結会計期間において、遊

休及び休止資産について将来におけ

る具体的な使用計画を勘案し、回収

可能価額が帳簿価額を下回るものに

ついて帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上した。 

場所 三重県四日市市 

用途 ＡＢＳ樹脂製造設備 

※３       ―――― 

  

※４    ―――― 



  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

なお、減損損失の測定に使用した回

収可能価額は、今後の事業計画や付

随費用を考慮してゼロとしている。 

  

種類 機械装置及び構築物 

減損損失 579百万円 

その他 一部休止状態 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 21,462百万円

有価証券 20,898百万円

 計 42,360百万円
預入期間３ケ月 
を超える定期預 
金 

△138百万円

現金及び現金同 
等物 

42,222百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 22,209百万円

有価証券 29,499百万円

 計 51,708百万円
預入期間３ケ月
を超える定期預 
金 

△30百万円

現金及び現金同
等物 

51,678百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 22,809百万円

有価証券 23,798百万円

 計 46,608百万円
預入期間３ケ月 
を超える定期預 
金 

△134百万円

現金及び現金同 
等物 

46,474百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込法により算定している。 

  その他 
(工具器具
備品) 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 

523 17 541

減価償却累
計額相当額 

148 11 159

中間期末 
残高相当額 374 6 381

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(注) 同左 

  その他
(工具器具
備品) 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

 
合計 
  

(百万円)

取得価額  
相当額 

698 18 717

減価償却累
計額相当額 

271 14 286

中間期末 
残高相当額 426 4 431

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

 その他
(工具器具
備品) 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 

取得価額
相当額 

677 18 696

減価償却累
計額相当額

203 12 215

期末残高
相当額 474 6 480

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

１年内 109百万円 

１年超 272百万円 

合計 381百万円 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 同左 

１年内 141百万円 

１年超 289百万円 

合計 431百万円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込法により算定して

いる。 

１年内 144百万円

１年超 336百万円

合計 480百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 60百万円

減価償却費相当額 60百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 135百万円

減価償却費相当額 135百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上

50％未満下落したもののうち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。なお、当中間連結

会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のないものの減損処理にあたっては、実質価額が取得原価に比べて50％以上低下した場合には、実質

価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理している。なお、当

中間連結会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上

50％未満下落したもののうち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。なお、当中間連結

会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 
  
その他 

10,186 
  
346 

20,986
  
289 

10,799
  

△57 

合計 10,533 21,275 10,742

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 3,132

コマーシャルペーパー 20,898

優先出資証券 2,500

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 10,291 26,699 16,407

合計 10,291 26,699 16,407



２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) その他有価証券で時価のないものの減損処理にあたっては、実質価額が取得原価に比べて50％以上低下した場合には、実質

価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理している。なお、当

中間連結会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っていない。 

なお、当該減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下落したものの

うち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

  

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

非上場株式 3,208

コマーシャルペーパー 29,499

優先出資証券 2,500

種類 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 
  
その他 

10,326 
  
344 

21,561
  
309 

11,234
  

△35 

合計 10,670 21,870 11,199

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

非上場株式 3,132

コマーシャルペーパー 23,798

優先出資証券 2,500



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法………先物為替相場を使用している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

対象物の 
種類 種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日） 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円) 

通貨 

為替予約取引              

売建              

米ドル 2,638 2,664 △26 2,269 2,315 △45 2,475 2,549 △73 

  ユーロ 135 136 △1 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  買建              

  米ドル 15 15 0 ─ ─ ─ 187 191 4 

  ユーロ 46 48 1 ─ ─ ─ 64 67 2 

  合計 2,835 2,864 △25 2,269 2,315 △45 2,727 2,807 △67 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 
  

  

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 
(百万円) 

多角化事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

43,886 11,167 30,652 60,846 146,553 ― 146,553

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 43,886 11,167 30,652 60,846 146,553 ― 146,553

営業費用 41,613 10,476 29,944 42,379 124,414 1,391 125,806

営業利益 2,273 691 708 18,466 22,139 (1,391) 20,747

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 
(百万円) 

多角化事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

49,981 12,247 33,115 66,482 161,826 ― 161,826

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 49,981 12,247 33,115 66,482 161,826 ― 161,826

営業費用 44,532 10,942 30,929 48,781 135,185 1,778 136,964

営業利益 5,449 1,304 2,185 17,701 26,640 (1,778) 24,861



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、事業目的において区分された項目別とし、その事業規模も勘案して、エラストマー事業・エマルジ

ョン事業・合成樹脂事業及び多角化事業に区分している。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、基礎的研究開発等に係る費用である。 

  

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当中間連結会計期間から「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正」及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」を適用している。これによ

りエラストマー事業215百万円、エマルジョン事業62百万円、多角化事業397百万円、それぞれ営業利益が増加してい

る。 

  

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、前中間連結会計期間から在外子会社等の収益

及び費用は、期中平均相場により円価に換算している。 

  なお、この変更による影響は軽微である。 

  

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 
(百万円) 

多角化事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

93,232 23,602 65,941 122,591 305,368 ― 305,368

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 93,232 23,602 65,941 122,591 305,368 ― 305,368

営業費用 85,930 21,221 63,169 86,815 257,136 2,899 260,035

営業利益 7,302 2,380 2,771 35,776 48,231 (2,899) 45,332

事業区分 主要製品

エラストマー事業 
スチレン・ブタジエンゴム、ポリブタジエンゴム、エチレン・プロピレンゴム等の合
成ゴム及び精練加工品、熱可塑性エラストマー及び加工品 

エマルジョン事業 
スチレン・ブタジエンラテックス、アクリルエマルジョン等のエマルジョン製品及び
加工品 

合成樹脂事業 ＡＢＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、ＡＳ樹脂等の合成樹脂

多角化事業 

半導体製造用材料（フォトレジスト、ＣＭＰ消費材、実装材料、反射防止膜等）、フ
ラットパネル・ディスプレイ用材料（カラー液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・デ
ィスプレイ用材料等）、光学材料（光ファイバー用コーティング材料、機能性コーテ
ィング材料、反射防止膜材料等、耐熱透明樹脂及び機能性フィルム等）、機能化学品
（高機能コーティング材料、多機能高性能分散剤、工業用粒子、メディカル関連粒子
等）、化成品及び化学品類、回路検査治具等機器、包装資材、ポリマー等製造技術、
その他 

前中間連結会計期間  1,391百万円 当中間連結会計期間 1,778百万円 前連結会計年度 2,899百万円



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

(注) １ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域……………中国、韓国、タイ、米国、ベルギー 

２ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一である。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、当中間連結会計期間から「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正」及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」を適用している。これによ

り、当中間連結会計期間の営業利益は「日本」について674百万円増加している。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、前中間連結会計期間から在外子会社等の収益

及び費用は、期中平均相場により円価に換算している。 

  なお、この変更による影響は軽微である。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 
  

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

130,078 16,474 146,553 ― 146,553

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 130,078 16,474 146,553 ― 146,553

営業費用 109,235 15,178 124,414 1,391 125,806

営業利益 20,843 1,295 22,139 (1,391) 20,747

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

143,317 18,508 161,826 ― 161,826

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 143,317 18,508 161,826 ― 161,826

営業費用 117,562 17,623 135,185 1,778 136,964

営業利益 25,754 885 26,640 (1,778) 24,861

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

269,858 35,509 305,368 ― 305,368

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 269,858 35,509 305,368 ― 305,368

営業費用 224,724 32,412 257,136 2,899 260,035

営業利益 45,134 3,097 48,231 (2,899) 45,332



  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

(注) １ 国及び地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、韓国、台湾、タイ、シンガポール 

(2) 北米………………米国 

(3) その他の地域……欧州 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、前中間連結会計期間から在外子会社等の収益

及び費用は、期中平均相場により円価に換算している。 

  なお、この変更による影響は軽微である。 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 39,812 6,072 5,096 50,980

Ⅱ 連結売上高(百万円)   146,553

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

27.2 4.1 3.5 34.8

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 50,744 6,124 5,381 62,250

Ⅱ 連結売上高(百万円)   161,826

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

31.4 3.8 3.3 38.5

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 81,696 12,070 10,742 104,509

Ⅱ 連結売上高(百万円)   305,368

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

26.8 3.9 3.5 34.2



(１株当たり情報) 
  

  

(注)  １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 
  

  
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 669.69円 １株当たり純資産額 777.78円 １株当たり純資産額 717.13円

１株当たり中間純利益 54.27円 １株当たり中間純利益 59.88円 １株当たり当期純利益 107.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式がないため記載をしていない。 

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

59.88円
なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式がないため記載をしていない。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益    13,856百万円    15,224百万円   27,563百万円 

普通株主に帰属しない金額 

（うち、利益処分による取締役賞与

金） 

― 

（―） 

― 

（―） 

161百万円 

（161百万円） 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益 
   13,856百万円    15,224百万円 27,402百万円 

普通株式の期中平均株式数    255,334千株    254,225千株 254,823千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益調整額 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数 

― 新株予約権 35千株 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式 

― ― ― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 16,405 16,161 16,999 

２ 受取手形 2,976 3,235 2,800 

３ 売掛金 45,604 52,854 48,416 

４ 有価証券 20,898 29,499 23,798 

５ たな卸資産 35,970 39,901 37,158 

６ 未収入金 19,586 19,679 20,847 

７ 短期貸付金 1,598 1,570 1,678 

８ 繰延税金資産 1,951 2,713 2,521 

９ その他 669 724 772 

貸倒引当金 △  19 △  21 △  15 

流動資産合計 145,642 54.8 166,319 56.6 154,978 55.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 
※
1,2 

  

(1) 建物 14,236 14,086 14,269 

(2) 機械装置 24,170 23,690 23,874 

(3) 土地 13,768 14,334 14,742 

(4) 建設仮勘定 1,334 1,237 1,907 

(5) その他 10,236 9,506 9,723 

有形固定資産計 63,746 62,855 64,517 

２ 無形固定資産 2,192 2,104 2,173 

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券等 39,213 45,229 40,443 

(2) 長期貸付金 14,002 16,259 15,636 

(3) その他 1,270 1,255 1,221 

貸倒引当金 △  467 △  141 △  158 

投資その他の資産計 54,019 62,603 57,143 

固定資産合計 119,958 45.2 127,563 43.4 123,833 44.4

資産合計 265,600 100.0 293,882 100.0 278,812 100.0



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 45,008 46,098 44,863 

２ 短期借入金 ※2 14,343 13,843 13,843 

３ 未払金 5,640 3,371 5,288 

４ 未払法人税等 5,409 7,288 7,887 

５ 未払消費税等 ※3 87 157 217 

６ 未払費用 9,306 9,449 9,390 

７ その他 4,448 4,123 4,843 

流動負債合計 84,243 31.7 84,332 28.7 86,334 31.0

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 10,000 10,000 10,000 

２ 長期借入金 ※2 2,000 2,500 2,500 

３ 退職給付引当金 13,618 12,276 12,959 

４ 役員退職慰労引当金 1,439 ─ 1,565 

５ 繰延税金負債 1,295 4,092 1,846 

６ その他 150 1,364 149 

固定負債合計 28,503 10.7 30,233 10.3 29,020 10.4

負債合計 112,746 42.4 114,566 39.0 115,355 41.4



  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 23,320 8.8 23,320 7.9 23,320 8.4

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 25,179 9.5 25,179 8.6 25,179 9.0

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 3,710 3,710 3,710 

２ 任意積立金   

(1) 特別償却準備金 886 971 886 

(2) 固定資産圧縮積立金 3,557 4,323 3,557 

(3) 固定資産圧縮特別勘定
積立金 

1,123 ─ 1,123 

(4) 別途積立金 42,431 42,431 42,431 

任意積立金計 47,998 47,725 47,998 

３ 中間(当期)未処分利益 49,264 72,703 59,632 

利益剰余金合計 100,974 38.0 124,139 42.2 111,341 39.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 6,257 2.4 9,568 3.3 6,501 2.3

Ⅴ 自己株式 △  2,877 △1.1 △ 2,891 △1.0 △2,885 △1.0

資本合計 152,853 57.6 179,316 61.0 163,456 58.6

負債・資本合計 265,600 100.0 293,882 100.0 278,812 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     99,402 100.0 111,571 100.0   204,962 100.0

Ⅱ 売上原価     65,563 66.0 72,560 65.0   134,137 65.4

売上総利益     33,838 34.0 39,010 35.0   70,824 34.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     16,757 16.8 17,891 16.1   34,109 16.7

営業利益     17,081 17.2 21,119 18.9   36,715 17.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   82   102 172   

２ 受取配当金   1,668   1,668 2,599   

３ その他の営業外収益   1,504 3,255 3.2 1,437 3,208 2.9 2,548 5,320 2.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   182   137 319   

２ その他の営業外費用   1,239 1,422 1.4 1,922 2,059 1.8 3,849 4,168 2.0

   経常利益     18,914 19.0 22,268 20.0   37,866 18.5

Ⅵ 特別利益 ※1   101 0.1 30 0.0   101 0.0

Ⅶ 特別損失 ※2   ― ― ― ―   453 0.2

税引前中間(当期) 
純利益     19,015 19.1 22,299 20.0   37,514 18.3

法人税、住民税 
及び事業税   5,531   7,682 12,069   

法人税等調整額   482 6,013 6.0 △ 49 7,632 6.9 296 12,365 6.0

中間(当期)純利益     13,001 13.1 14,667 13.1   25,148 12.3

前期繰越利益     36,263 58,035   36,263 

中間配当額     ― ―   1,779 

中間(当期)未処分 
利益     49,264 72,703   59,632 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法または償却原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

    同左 

 (3) たな卸資産 

 総平均法に基づく原価法 

 (3) たな卸資産 

    同左 

 (3) たな卸資産 

 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっている。 

 (2) 無形固定資産 

 同左 

 (2) 無形固定資産 

 同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

数理計算上の差異は、発生事

業年度の翌事業年度に一括して

費用処理している。 

（追加情報） 

退職給付会計制度における

未認識数理計算上の差異につ

いては、従来、発生の翌事業

年度から10年で処理する方法

を採用しており、前中間会計

期間においても同様に処理し

ていたが、退職金・退職年金

制度の抜本的制度改革が前事

業年度末に確定したことに伴

い、発生の翌事業年度に一括

処理する方法に変更した。こ

れに合わせて、平成15年３月

期までに発生した未認識数理

計算上の差異の未処理額等を

前事業年度に一括償却し、特

別損失8,175百万円を計上して

いる。 

なお、上記の変更は前事業

年度の年度末に行っているの

で、前中間会計期間には反映

されていない。仮に数理計算

上の差異を各発生事業年度の

翌事業年度に一括償却してい

たとすると、前中間会計期間

においては、前々事業年度に

発生した数理計算上の差異を

一括処理するため、退職給付

費用は3,385百万円増加する

が、厚生年金基金代行部分返

上益も2,772百万円増加するこ

とになり、両者を合わせて税

引前中間純利益は613百万円少

なく計上されることになる。 

また、前事業年度において厚

生年金基金の代行部分の返上を

行ったが、平成16年７月に返還

額（最低責任準備金）の国への

納付を行っている。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

数理計算上の差異は、発生事

業年度の翌事業年度に一括して

費用処理している。 

（会計処理の変更） 

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計

基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正に関す

る適用指針」（企業会計基準

適用指針第７号 平成17年３

月16日）を当中間会計期間か

ら適用している。これにより

営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は674百万円増加

している。 

  (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上している。 

数理計算上の差異は、発生

事業年度の翌期に一括して費

用処理している。 

   （追加情報） 

前事業年度において厚生年

金基金の代行部分の返上を行

ったが、平成16年７月に返還

額（最低責任準備金）の国へ

の納付を行っている。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を引当計上し

ている。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

  

―――― 

  

（追加情報） 

前事業年度末まで、役員の退職

慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく要支給額を役員退職慰労

引当金として計上していたが、平

成17年６月17日の定時株主総会の

日をもって役員退職慰労金制度を

廃止したため、残高を取り崩して

いる。なお、未払額については長

期未払金として固定負債「その

他」に含めており、その支払は役

員の退任時としている。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を引当計上してい

る。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算 

  日の直物為替相場により円貨に 

  換算し、換算差額は損益として 

  処理している。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

５ リース取引の処理方法 

 同左 

５ リース取引の処理方法 

 同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用して

いる。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

通貨スワップ 

金利スワップ 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

同左 

（ヘッジ対象） 

外貨建貸付金 

借入金の利息 

（ヘッジ対象） 

同左 

（ヘッジ対象） 

同左 



  

      
  

会計処理の変更 

  
    

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) ヘッジ方針 

外貨建貸付金の為替変動リ

スク及び借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で、それ

ぞれ通貨スワップ、金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に

行っている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象

に関する重要な条件が同一で

あり、ヘッジ開始時及びその

後も継続して相場変動等を完

全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジ有効性の判定

は省略している。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

る。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1)  同左 

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 (1)  同左 

 (2) 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による圧縮積立金及び特

別償却準備金の積立て及び取

崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算して

いる。 

 (2)  同左  (2)  ―――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

  

―――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

  

  

―――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

203,913百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

  有形固定資産 
    (財団根抵当) 

15,589百万円

  銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

206,931百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

  有形固定資産
    (財団根抵当) 

14,556百万円

  銀行取引に伴う
債務 

1百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

202,099百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

 有形固定資産 
    (財団根抵当) 

14,870百万円

 銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※３ 未払消費税等は「仮払消費税

等」及び「仮受消費税等」を

相殺して表示している。 

※３ 同左 

  

※３   ―――― 

  

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次の

とおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 326百万円

JSR Micro, Inc. 804百万円

JSR Micro N.V. 1,127百万円

その他(2社) 74百万円

計 2,333百万円

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次の

とおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額

従業員 245百万円

JSR Micro, Inc. 343百万円

JSR Micro N.V. 799百万円

JSR  Micro  Korea
Co.,Ltd. 

892百万円

その他(2社) 50百万円

計 2,332百万円

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次の

とおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 284百万円

JSR Micro, Inc. 325百万円

JSR Micro N.V. 979百万円

その他(2社) 67百万円

計 1,656百万円

５ 輸出為替手形割引高 

673百万円

５ 輸出為替手形割引高 

331百万円

５ 輸出為替手形割引高 

450百万円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 特別利益の主要項目 

関係会社株式
売却益 

101百万円

※１ 特別利益の主要項目 

土地売却益 30百万円

※１ 特別利益の主要項目 

  

関係会社株式売
却益 

101百万円

※２ 特別損失の主要項目 
  

―――――― 

※２ 特別損失の主要項目 
  

―――――― 

※２ 特別損失の主要項目 

固定資産廃棄損 453百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,898百万円

無形固定資産 344百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,755百万円

無形固定資産 319百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,220百万円

無形固定資産 671百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込法により算定している。 

  工具器具

備品 
(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 

356 10 366

減価償却累

計額相当額 
52 7 59

中間期末 
残高相当額 

304 2 306

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(注) 同左 

  

  

  

  

  工具器具

備品 
(百万円)

車両

運搬具 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 

516 4 520

減価償却累

計額相当額 
158 2 161

中間期末 
残高相当額 

357 1 358

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

 工具器具

備品 
(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 

取得価額

相当額 
516 4 520 

減価償却累

計額相当額
104 2 106 

期末残高

相当額 
412 1 413 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

１年内 72百万円

１年超 233百万円

合計 306百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 同左 

  

  

  

  

  

１年内 110百万円

１年超 247百万円

合計 358百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込法により算定して

いる。 

１年内 110百万円

１年超 302百万円

合計 413百万円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料等 

支払リース料 37百万円

減価償却費 
相当額 

37百万円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料等 

支払リース料 55百万円

減価償却費
相当額 

55百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 90百万円

減価償却費
相当額 

90百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

平成17年10月25日開催の取締役会において、当社定款第31条の規定に基づき、平成17年９月30日現在の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された株主又は登録質権者に対し、商法第293条ノ５の規定に基づく金銭の分配(中間

配当)を次のとおり行なう旨決議した。 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 601.24円 １株当たり純資産額 705.35円 １株当たり純資産額 642.60円

１株当たり中間純利益 50.92円 １株当たり中間純利益 57.69円 １株当たり当期純利益 98.34円

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式がないため記載をしていない。 

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益 

57.69円
なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式がないため記載をしていない。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益     13,001百万円       14,667百万円 25,148百万円 

普通株主に帰属しない金額 

（うち、利益処分による取締役賞与

金） 

― 

（―） 

― 

（―） 

90百万円  

( 90百万円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益     13,001百万円      14,667百万円     25,058百万円 

普通株式の期中平均株式数     255,334千株     254,225千株   254,823千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益調整額 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数 

― 新株予約権 35千株 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式 

― ― ― 

(イ)中間配当金の総額   2,542,243,710円   

(ロ)１株当たりの中間配当金額   10円  

(ハ)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年11月29日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第60期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月17日 
関東財務局長に提出。 

(2) 訂正発行登録書       平成17年６月17日 
関東財務局長に提出。 

(3) 発行登録書 
及びその添付書類 

      平成17年10月27日 
関東財務局長に提出。 

(4) 自己株券買付状況報
告書 

      平成17年４月７日 
平成17年５月10日 
平成17年６月３日 
平成17年７月７日 
関東財務局長に提出。 

            

            

            

            

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成16年12月６日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＳＲ

株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＪＳＲ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  正  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成17年12月６日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＳＲ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＪＳＲ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当金の計上基準 

② 退職給付引当金（会計処理の変更）に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）を適用している。 

また、会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  正  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成16年12月６日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＳＲ

株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＳＲ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  正  夫  ㊞ 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成17年12月６日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＳＲ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＳＲ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 ３ 引当金の計上基準 (2) 退職給付引当金（会計処理の変更）に記載され

ているとおり、会社は当中間会計期間から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年

３月16日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年

３月16日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  正  夫  ㊞ 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 
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